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第1  本書の位置付け 

本書は、市が、亥鼻公園集会所（以下「本施設」という。）の管理運営を行う指定管

理者を選定するにあたり、候補者を対象に配布する「選定要項」と一体のものである。  

本書は、本施設の管理運営に関し、市が指定管理者に要求する管理運営の基準である。  

 

第2  指定管理者業務を実施するにあたっての前提  

指定管理者業務を行う者は、本施設の管理運営基準の前提として以下の点に留意するこ

と。  

1  指定管理者制度の適正な理解に基づく業務の履行  

指定管理者制度は、公の施設の管理受託者を、民間の事業者に門戸を開放し、民間の 

事業者の有するノウハウを活用することにより、市民サービスの向上につなげようと

するものである（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２。平成１５年９

月の地方自治法の一部改正）。 

指定管理者業務を行う者は、選定要項の「１ 指定管理予定候補者選定の趣旨」、関係

法令及び指定管理者制度の適正な理解等に基づき、業務を実施すること。 

 

2 施設の目的・目指すべき方向性等の適正な理解に基づく業務の履行 

指定管理者は、選定要項の「４ 管理対象施設の概要」に示す設置目的、ビジョン、ミ

ッション、特徴及び指定管理者制度導入に関する市の考えの適正な理解に基づき、業務を

実施すること。 

 

ビジョン 

（施設の目的・目

指すべき方向性） 

本施設は、千葉市発祥の地として設置された歴史公園内にあ

り、本市や日本の歴史・風土への理解を深める文化活動の場と

して機能するとともに、周辺エリアの活性化や市内観光の振興

に寄与していく。 

ミッション 

（施設の社会的使

命や役割） 

・市民の文化、コミュニティ活動等の場を幅広く提供するこ

と。 

・市内の観光拠点の一つとして広く周知を図り、周辺公共施設

等と連携し、亥鼻山への来場者が憩える場を提供すること。 

 

成果指標 施設利用者数 

数値目標 ２，８００人／年 以上 

※数値目標は平成 29 年度～令和元年度の平均値を基準としています。 
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3 市の施策の適正な理解に基づく業務の履行 

指定管理者は、選定要項の「６ 市の施策等との関係」に示す施策を踏まえ、管理運営

の体制の構築や業務の実施を行うこと。 

 

4 関係法令を遵守した業務の履行 

指定管理者は、選定要項の「１１ 関係法規」に示す法令等及び業務の実施にあたって

遵守すべき法令等を遵守し、業務を履行すること。 

 

5 協定（リスク分担）に基づいた業務の履行 

指定管理者は、選定要項の「１３（３） リスク分担に対する方針」で示したリスク分

担に基づき、業務を履行する。なお、リスク分担は、最終的には協定書により定めるもの

とする。 

 

6 敷地内全面禁煙の実施 

令和元年７月１日に「健康増進法の一部を改正する法律」が施行され、千葉市において

も「千葉市路上喫煙等及び空き缶等の散乱の防止に関する条例」や「千葉市受動喫煙の防

止に関する条例」により、喫煙場所や受動喫煙について定めており、令和２年４月１日よ

り、都市公園施設及び公園内は、原則として、敷地内全面禁煙となっているため、施設利

用者に適切に周知すること。 

 

第 3 施設の概要 

1 本施設の概要 

所 在 地 千葉市中央区亥鼻１丁目６番 

開   設 昭和５６年４月４日 

施   設 敷地面積：71.22 ㎡、延べ面積：53.82 ㎡（茶店含む）  

施設構造：木造平屋建  

施設概要：集会所 38.91 ㎡（指定管理）  

和室（８畳・６畳）、水屋、トイレ  

茶店 14.91 ㎡（管理許可）  

厨房、売店  

駐 車 場：専用駐車場はありません。 

供用時間 午前９時から午後５時まで 

供 用 日 年末年始以外の日 

特    徴 本施設は、市制施行６０周年を記念して建設された和風

建築物であり、市街地において、日々の喧騒を離れ本市の

歴史と日本文化に触れ合う機会を提供し、草木に包まれた
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静寂の中で、本格的な茶会のほか、華道、句会などの集い

の場として幅広く市民に親しまれています。  

また、隣接する茶店は、本施設と一体となって周囲の景

観にあった施設となっているほか、千葉市優良みやげ品を

公園利用者に提供しています。 

なお、本施設の設置されている亥鼻公園は、千葉市発祥

の地として市内有数の歴史公園となっており、市中心部に

ありながら自然の緑を豊かに残した、緑と静寂を求める市

民の憩いの場、市内の桜の名所として親しまれています。   

また、公園に隣接して千葉市立郷土博物館、千葉県文化

会館、県立中央図書館といった文化教養施設があり、公園

を含む本施設は市内の観光拠点、文化教養拠点の一として

期待されています。 

 

2 位置図、指定管理区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 供用時間及び供用日 

原則として、本施設の供用時間及び供用日は、都市公園条例で定めるとおりとする。 

ただし、指定管理者は、市長の承認を得て供用時間を変更し、または、供用日以外の日

に供用することができる。 

指定管理区域（集会所、園内トイレの日常清掃） 

管理許可区域（茶店） 

現指定管理者によるパークマネジメント管理が
行われている区域 
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なお、市は、施設の管理上必要があると認めたときは、臨時に供用日又は供用時間に施

設を供用させないことができる。 

 

第 5  市民利用  

本施設は、千葉城さくら祭り実行委員会主催による「千葉城さくら祭り」において、

会場となることが予定されている。指定管理者は、事業主催者と協力し、本施設及び公

園利用者の支障とならないよう配慮すること。 

 

第 6  利用料金制度導入にあたっての留意点 

1 利用料金の設定 

選定要項「９ 経理に関する事項」に示すとおり、本施設では利用料金制度を導入する。

指定管理者は、市が千葉市都市公園条例第 20 条で規定する額の範囲内で、市長の承認を

得て、利用料金を定めることができる。 

 

2 利用料金の減免 

指定管理者は、本施設の利用料金について、千葉市都市公園条例第 21 条及び千葉市都

市公園条例施行規則第 14 条の規定に基づく減免を行うこと。 

 

3 利用料金の徴収・管理 

利用料金の徴収は、原則、前納とする。指定管理者は、使用者が使用許可申請書を提出

する際に、利用料金の徴収を行い、使用許可書を発行すること。徴収した全ての利用料金

について必要な帳簿を作成すること。 

また、徴収した現金に関しては、施設内で安全に保管するとともに、速やかに金融機関

等への預け入れ等を行うこと。なお、現金の輸送に関しては、警備もしくは動産保険等へ

の加入等、必要な現金保全措置を講ずること。 

 

第 7 使用許可業務 

指定管理者は、本施設の使用許可、使用許可の取消し及び使用の制限に当たっては、千

葉市行政手続条例及び千葉市聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則を遵守して行わな

ければならない。 

 

 

第 8 施設運営業務 

1 運営業務の基本方針 

指定管理者は、指定期間中、条例、規則、本書、協定書並びに協定書締結後に指定管理

者が自ら作成する各種業務計画書に従い、本施設の運営を行うものとする。 
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指定管理者は、創意工夫やノウハウを積極的に活用し、合理的かつ効率的に業務を実施

し、利用者満足の向上、利用者への啓発に努めること。また、利用者の安全、衛生及び快

適性の確保に努めること。 

 

2  運営業務の範囲  

本施設の運営について、指定管理者が行う業務は以下のとおりとする。  

ア  運営業務  

イ  施設貸出業務  

ウ  指定管理者の自主事業実施 

エ その他運営業務 

 

3 運営業務 

（１）広報・プロモーション業務 

指定管理者は、市民等の利用促進を図るため、以下の例を参考に、必要媒体の作成、

配布等、積極的かつ効果的に広報･宣伝を行うこと。市政だよりへの掲載を依頼する場

合は、市と事前に協議し、指示に従うこと。  

ア  インターネットのホームページの開設、更新等  

イ  施設案内リーフレットの作成・配布  

ウ  必要に応じて、情報紙、各事業のチラシ等の作成・配布  

エ  事業報告書又は事業概要等、本施設の業務等を紹介する資料の作成・配布  

また、指定管理者は、施設、事業に関する積極的なプロモーション活動を行い、市民

等の利用促進、利用拡大を図ること。  

 

（２）予約・問合せ 

ア  貸出施設の予約受付  

指定管理者は、本施設の使用の許可を受けようとする者の申請を、使用しようとす

る日の属する月の６ヶ月前（この日が供用日以外の日にあたるときは、その翌日。た

だし、１月においては１月４日とし、その日が供用日以外の日にあたるときは、１月

５日）の月の１日から受け付けるものとする。 

なお、予約にあたっては、電話・ＦＡＸ等又は直接本施設の窓口に来館の上、申し

込みを受け付けること。 

電話による問合せの受付時間は、原則として供用時間と一致する。ただし、指定管

理者の提案により、電話による予約受付及び問合せ時間の拡大等は可能である。 

 

（３）受付 

指定管理者は、受付業務として、利用者の利用受付、料金徴収、各種の案内及び利用
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者への対応等を行うこと。施設やサービス内容の特性を踏まえ、利用者の利便性を十分

に確保する運営を行うこと。 

また、売上及び利用者の状況等、必要なデータの把握、整理を行うこと。 

 

（４）接客 

ア  接客 

指定管理者は、本施設の利用者の利便性及び安全性に十分に配慮するとともに、利

用者に対し公平な運営に留意し、不当な差別的取り扱いとならないように特に注意す

ること。観光拠点、隣接した茶店と一体となった施設等の特性を踏まえ、おもてなし

の精神で迅速・丁寧な接客を行うこと。 

イ 要望･苦情対応 

指定管理者は、本施設に関する要望及び苦情に対して誠意をもって対応するととも

に、速やかに内容を市へ報告すること。 

また、指定管理者は、要望・苦情に対する代替案・改善策を提示するとともに、市と

協議の上、代替案・改善策等を実行すること。 

ウ ユニバーサルサービス 

指定管理者は、身体障害者及び高齢者等の利用に際しては、円滑な施設利用が可能

となるよう適切に対応すること。また、原則として身体障害者の補助犬同伴を拒んで

ならないこと。 

エ 迷子・拾得物 

指定管理者は、迷子の捜索・保護及び放送並びに拾得物の保管及び遺失物を捜索す

ること。状況に応じて警察等の協力を要請する等、適切な対応に努めること。 

オ ホームレスの取り扱い 

指定管理者は、本施設及び本施設周辺においてホームレスが起居の場所として使用

し、施設利用者等の適正な利用が妨げられている場合は、市と協力して必要な措置を

講じること。 

 

（５）情報公開、個人情報の保護及び秘密の保持 

ア 情報公開 

指定管理者は、千葉市情報公開条例を遵守するとともに、千葉市指定管理者情報公

開規程に従い自ら情報公開規程を作成し、本施設の管理運営に当たり作成または取得

した文書等のうち、公開の必要な情報に対する開示請求に対して、適切に対応すると

ともに、必要な措置等を講じること。 

イ 個人情報の保護 

指定管理者は、千葉市個人情報保護条例を遵守するとともに、指定管理者個人情報

保護規程に従い自ら個人情報保護規程を作成し、本施設を運営・管理するに当たり知
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り得た市民等の個人情報について、漏洩、滅失、又は毀損の防止等、個人情報の適切

な管理のために必要な措置等を講じること。 

また、運営及び維持管理業務に従事している者又は従事していた者は、個人情報を

みだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこと。 

ウ 秘密の保持 

指定管理者は、業務の実施において知り得た事項を第三者に漏らしてはならないこ

と。 

 

（６）急病等への対応 

指定管理者は、本施設の利用者、来場者等の急な病気・けが等に対応できるよう、

近隣の医療機関等と連携し、的確な対応を行うこと。  

事故及び犯罪等については、直ちに市及び関係機関に伝達を行い、必要な指示に従う

とともに、書面により速やかに報告等を行うこと。 

 

（７）災害時の対応 

指定管理者は、災害等緊急時においては、「千葉市地域防災計画」に準拠し、市や医

療機関、関係機関と協力し、的確に対応を図ること。 

利用者の避難、誘導、安全確保等及び必要な通報等についての本施設に関する対応マ

ニュアルを作成すること。 

注意報・警報が発令された場合には、直ちに利用者にその旨を伝達できるよう、訓練

等を適切に行うこと。 

災害時等に市が緊急に防災拠点、避難場所等として本施設を使用する必要があるとき

は、市の指示により、優先して広域応援部隊、避難者等を受け入れること。 

 

（８）備品・用具等の貸出 

指定管理者は、利用者の活動等の便宜を図るために、本施設の備え付けの備品、用具 

等を必要に応じて貸し出すこと。なお、市所有の備品の定義は市物品会計規則の定義に 

ならう。 

指定管理者は、利用者の利便性や嗜好を踏まえ、自ら調達した備品、用具等を設置、  

貸し出すことができる。その場合には、事前に市と協議すること。 

 

(９) 新型コロナウイルス感染症予防策の実施 

    新型コロナウイルス感染症の流行が終息するまでの期間においては、以下の取り組

みを行うこと。 

 ア 感染症拡大防止予防ガイドラインの実践 

本施設に関係するガイドラインに基づく適切な新型コロナウイルス感染症対策を講
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じること。 

 イ 「新しい生活様式の実践例」に沿った利用の徹底 

  本施設の利用者に対し、「新しい生活様式例」に沿った利用の徹底を促すこと。 

（参考）厚生労働省ホームページ「新型コロナウイルスを想定した「新しい生活様式」

の実践例を公表しました」 

   https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_newlifestyle.html 

 

４ 施設貸出業務 

指定管理者は、貸出対象となっている各施設の貸出・利用について、利用者の利便性を

第一とすること。 

貸出に当たっては、利用者の犯罪、火遊びや公序良俗に反するような行為等を慎むよう、

注意を促すこと。 

また、備品の設置及びレイアウト替え、備品の貸出、ケータリングの対応等、利用者の

利便性を高めるために必要な対応を図ること。 

利用後の簡易清掃は利用者に依頼し、その後の点検・後片付け等を行い、次の利用者が

気持ちよく利用できる状態を保つこと。 

 

５ 指定管理者の自主事業実施 

（１）施設の興行の企画・誘致業務 

指定管理者は、本施設を利用して、本施設の設置目的に適合する範囲において、次の

（２）「茶店の運営」以外にも、自らの企画による興行を実施し、又は興行の誘致等を

行い、自らの収入とすることができる。興行の企画・誘致に係る費用（利用料金、報償

費、材料費、事務経費等）は、すべて指定管理者の負担とし、市からの指定管理料を充

ててはならない。  

興行の企画・誘致の内容については、各年度の事業計画の作成時に市と協議を行い、

市の承諾を得ること。実際の実施に当たり、当該年度の事業計画との変更が生じる場合

は、市と調整を行い、確認を得ること。 

指定管理者が興行を実施する場合、管理を行っている施設を利用する場合でも所定の

利用料金を負担するものとする。 

なお、興行の企画・誘致に当たっては、以下に示す条件を満たすこと。 

ア 本施設の設置目的に適合する使用 

イ 市が本施設の使用を求める日程以外の使用 

ウ 施設利用が市の要求する運営サービスに支障をきたさない使用 

エ 公序良俗に反しない興行としての使用 

オ 関連する法規を遵守し、施設の特徴等に沿った内容の使用 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_newlifestyle.html
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（２）茶店の運営  

指定管理者は、本施設に隣接する茶店について、市の管理許可を取得し、その運営を

行うこと。その際、指定管理者は、所定の使用料を市に支払うものとする。提供･販売

する食事等の内容（メニュー）及び料金については指定管理者が決定するが、歴史公園

内の日本庭園に囲まれた茶店に相応しいものとし、本市に縁があり、かつ本市の観光振

興に寄与する飲食物を取り入れること。事業内容の決定に当たっては、あらかじめその

内容を市に通知・協議し、承認を得ること。  

運営に当たっては、食品衛生法等の必要な法規・法令を遵守し、利用者に安全な飲食

物を提供すること。 また、内装工事を行った場合は、指定管理期間終了時に原則とし

て原状に復すること。  

なお、提案書作成に当たっては、提案書様式第１８号に茶店運営に関する具体的な提

案を記述するとともに、提案書様式第１９－１号～１９－２号、２６号～２８号では、

茶店における自主事業の収支区分、金額、根拠等を明瞭に記載し、指定管理業務との区

別が明瞭となる提案を行うこと。  

 

※令和元年度使用料  168,480円／年 

 

（３）飲食・物販事業実施 

指定管理者は、本施設が管理許可施設である茶店と一体的な構造をなしていること及

びその指定管理区域が狭小であることから、本施設において飲食・物販事業（自動販売

機の設置を含む）を行うことはできない。  

 

 

第 9 施設維持管理業務 

1 維持管理業務実施の基本方針 

指定管理者は、本書のほか、「建築保全業務共通仕様書」（国土交通省大臣官房官庁営繕

部監修）を参考に業務を履行すること。 

本施設の管理区域については、別途提示する管理区域図に示すとおりである。なお、

隣接する公園園地については管理区域外であるが、指定管理者は、管理区域外の維持管

理業務を行う者と協力して、本施設及び公園利用者の利用に支障のないよう維持管理業

務を行うこと。  

また、以下の基本方針を踏まえた維持管理業務を遂行し、利用者の利便性・快適性の

確保に努めること。 

ア  関係法令等を遵守すること。  

イ  施設の環境を安全、快適かつ衛生的に保ち、利用者の健康被害を未然に防止する

こと。  
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ウ  施設が有する機能及び性能等を保つこと。  

エ  合理的かつ効率的な維持管理の実施に努めること。  

オ  物理的劣化等による危険・障害等の発見・点検に努めること。  

カ  予防保全に努めること。  

キ  環境負荷を抑制し、環境汚染等の発生防止に努めるとともに、省資源、省エネル

ギーに努めること。  

ク  施設の長寿命化について配慮すること。  

 

2 業務の対象範囲 

施設の維持管理について、指定管理者が行う業務は以下のとおりとする。 

ア  建築物維持管理業務  

イ  建築設備維持管理業務  

ウ  什器・備品維持管理業務  

エ  外構施設維持管理業務  

オ  清掃業務  

カ  環境衛生管理業務  

キ  保安警備業務  

ク  その他維持管理業務  

 

３ 用語の定義 

（１）点検 

建築物等の部分について、損傷、変形、腐食異臭その他の異常の有無を調査すること

をいう（「建築保全業務共通仕様書」より）。 

 

（２）保守 

建築物等の機能の回復又は危険の防止のために行う消耗部品の取り替え、注油、塗装

その他これらに類する軽微な作業をいう（「建築保全業務共通仕様書」より）。 

 

（３）修繕 

劣化した部位、部材又は機器の性能又は機能を修理し、又は更新することに当たり、

現状（初期の水準）又は実用上支障のない状態まで回復させることをいう。ただし、保

守の範囲に含まれる定期的な小部品の取替え等を除く。 

 

４ 建築物維持管理業務 

（１）業務の対象範囲・内容 

建築物維持管理業務の対象範囲は、対象施設の建築物の屋根、外壁、建具（内部・外
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部）、天井、内壁、床、付属物等の各部位とする。  

指定管理者は、建築物が正常な機能を保持し、利用者が安全、快適に施設を使用する

ことができるよう建築物の点検、保守等を行うこと。  

建築物が正常に機能しない場合、または正常に機能しない恐れが明らかになった場合

には、適切な方法により応急の対応をするとともに、市へ報告すること。  

 

（２）建築物維持管理の基準 

ア  建築物に対して、関連法令等の定めや「建築保全業務共通仕様書」を参考に、日

常点検、定期点検等を実施すること。  

イ  点検に当たっては、特に天井・外壁の雤漏り・劣化、床等の劣化・損傷など、利

用者の安全性、快適性に配慮した点検を行うこと。  

ウ  木造建築物については、内壁の剥離・亀裂・破損や柱・はりの傾き・破損に注意

した点検・保守を行うこと。特に、雨漏り、すが漏りの早期発見及び「白蟻」等の

被害の防止に努めるよう注意すること。  

エ  建築物の仕上げ材等に関しては、結露やカビの発生防止、開閉・施錠装置等の正

常な作動、床仕上げの清掃など、日常的な保守を行うこと。  

オ  建築物の不具合を発見した際には、速やかに市に報告すること。  

カ  劣化診断や劣化判定及び修繕が必要とされる不具合については、市と協議の上、

劣化等の判断、修繕の決定を行うこととする。  

キ  指定管理者の責めに帰すべき事由に関する建築物の更新費用は、指定管理者の負

担とする。  

 

５ 建築設備維持管理業務 

（１）業務の対象範囲・内容 

建築設備維持管理業務の対象範囲は、対象施設に設置される電気設備、冷暖房関連機

器、給排水衛生設備、防災設備等の設備とする。  

指定管理者は、建築設備が正常な機能を保持し、利用者が安全、快適に本施設を使用

することができるよう建築設備の点検、保守等を行うこと。  

正常に機能しない場合、または正常に機能しない恐れが明らかになった場合には、適

切な方法により応急の対応を行うとともに、市へ報告すること。  

 

（２）建築設備維持管理の基準 

建築設備に対して、関連法令等の定めや「建築保全業務共通仕様書」を参考に、日常

点検、定期点検、保守等を実施すること。 

ア 運転監視業務 

設備の適正な運用を図るために行う運転及び監視並びにこれに関連する電力、用
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水、燃料等の需給状態を管理すること。また、設備に応じて、適切な運転記録をと

ること。 

イ 日常点検及び保守業務 

日常の機器運転管理、点検、保守を行うこと。また、点検及び正常に機能しない

際の対応等について、適切に記録を残すこと。 

ウ 定期点検及び保守業務 

設備の機能保持のため、年 1 回以上運転中の機器を停止し、外観点検、機能点検、

機器動作特性試験、整備業務を行うこと。その際に、必要な消耗品の保守・更新に

ついても、指定管理者の負担により随時行うこと。また、点検及び正常に機能しな

い際の対応等について、適切に記録を残すこと。 

エ 法定点検及び保守業務 

各設備の関連法令の定めにより、点検を実施すること。その際に、必要な消火器

等の消耗品の保守・更新や非常灯の電球や非常用バッテリー等の交換についても、

指定管理者の負担により随時行うこと。また、点検及び正常に機能しない際の対応

等について、適切に記録を残すこと。 

オ 建築設備の不具合を発見した際には、速やかに市に報告すること。 

カ 劣化診断や劣化判定及び修繕が必要とされる不具合については、市と協議の上、

劣化等の判断、修繕の決定を行うこととする。 

キ 指定管理者の責めに帰すべき事由に関する建築設備の更新費用は、指定管理者の

負担とする。 

ク 法令対応が必要な建築設備の定期点検などの費用は、指定管理料に含まれるも

のとするが、法令点検等の対応等は原則として指定管理者が代行することとす

る。なお、点検等にあたり、所有者の証明書類等が必要な場合は、市がこれを貸

与もしくは準備することとする。  

 

（３）管理対象となる設備内容及び管理区分 

指定管理者の管理対象となる設備内容及び管理区分は、別途提示する管理区域図に

示す区域及びその区域に含まれる設備並びに関連設備とする。 

 

６ 什器・備品維持管理業務  

（１）業務の対象範囲・内容 

什器・備品維持管理業務の対象範囲は、本施設に配備されている市所有の什器・備

品とする。  

什器・備品に関しては、正常な機能を保持し、利用者が安全、快適に本施設を使用

することができるよう点検、保守等を行うこと。  

什器・備品が正常に機能しない場合、または正常に機能しない恐れが明らかになっ
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た場合には、適切な方法により応急の対応をするとともに、市へ報告すること。  

指定管理者は、業務に当たり車両を使用する場合には、車両の正常な機能を保持

し、かつ必要な法定点検対応、自動車任意保険への加入等、必要な法令等に対処し、

万が一の事故対応等に備えるとともに、歩行者等への安全を十分に図ること。  

 

（２）什器・備品維持管理の基準  

ア  什器・備品に対して、日常点検、定期点検、日常の清掃等を行い、また、機械器

具については保守等を実施すること。  

イ  点検に当たっては、什器・備品の劣化・損傷など、老朽化や利用者の安全性、快

適性に配慮した点検を行うこと。  

ウ  什器・備品の不具合を発見した際には、速やかに市に報告すること。  

エ  劣化判定及び修繕が必要とされる不具合については、市と協議の上、劣化等の判

断、修繕の決定を行うこととする。  

オ  指定管理者の責めに帰すべき事由に関する什器・備品の更新費用は、指定管理者

の負担とする。 

  

（３）什器・備品管理の留意点  

ア  市は指定管理者に対して、現在、本施設に配備してある市所有の什器・備品を原

則として無償で貸与する予定である。  

イ  指定管理者が購入した什器・備品の所有権は、指定管理者に帰属する。 ただし、

指定管理料を財源として調達した備品は、市に帰属する。 

ウ  対象施設の現状活用されている什器・備品の更新については、市と協議の上、決

定することとする。 

 

（４）備品台帳、備品の定義 

指定管理者は、備品管理に当たり、備品台帳を整備すること。  

備品台帳は、市所有の備品と指定管理者所有の備品とに区分すること。市所有の備

品については、市が貸与する備品台帳にて管理することとし、指定管理者所有の備品

は、指定管理者が作成する備品台帳にて管理すること。  

備品台帳に記載する事項は、品名、規格、金額（単価）、数量、購入年月日、耐用

年数、備品の所有者、保険・公租公課等を必ず記載すること。  

なお、備品とは、比較的長期間にわたって、その性質、形状等を変えることなく使

用に耐えるもので、購入価格が単価２万円以上の物品をいう。  

 

（５）物品の帰属等 

   指定管理者が指定管理料を財源として指定期間中に取得した物品は市へ帰属する。
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また、指定管理者が持ち込んだ物品については、原則、指定期間終了後に指定管理者

が撤去するものとするが、指定管理者は次期指定管理者との間で物品の継続使用につ

いて合意し、市が承諾した場合、それらを撤去せずに次期指定管理者に引き継ぐこと

が出来る。 

 

7 外構施設維持管理業務  

（１）業務の対象範囲・内容  

外構施設維持管理業務の対象範囲は、以下のとおりとする。  

ア  外構設備：門扉、側溝等  

イ  敷地地盤：各種外部舗装床、縁石等  

ウ  地中設備：埋設配管、排水桝、マンホール等  

指定管理者は、外構施設が正常な機能を保持し、利用者が安全、快適に本施設を使用

することができるよう外構施設の点検、日常の清掃等を行うこと。  

外構施設が正常に機能しない場合、又は正常に機能しない恐れが明らかになった場合

には、適切な方法により応急の対応をするとともに、市へ報告すること。  

 

（２）外構施設維持管理の基準  

ア  外構施設に対して、関連法令等の定めや「建築保全業務共通仕様書」を参考に、

日常点検、定期点検、日常の清掃等を実施すること。  

イ  点検に当たっては、外構施設の劣化・損傷など、老朽化や利用者の安全性、快適

性に配慮した点検を行うこと。  

ウ  日常の清掃に当たっては、目に見える外構施設の水拭き、散水、掃き掃除、側溝

掃除等を行い、美観の形成に努めること。  

エ  外構施設の不具合を発見した際には、速やかに市に報告すること。  

オ  劣化診断や劣化判定及び修繕が必要とされる不具合については、市と協議の上、

劣化等の判断、修繕の決定を行うこととする。  

カ  指定管理者の責めに帰すべき事由に関する外構施設の更新費用は、指定管理者の

負担とする。 

 

８ 清掃業務 

（１）業務の対象範囲・内容  

清掃業務の対象範囲は、別途提示する管理区域図に示す管理区域内の建築物の内部及

び外部とする。  

指定管理者は、本施設について、良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、快適な空間

を保つために、日常清掃、定期清掃を行うこと。  

 



いのはな 

 

15 

 

（２）清掃の基準 

清掃に関しては、「建築保全業務共通仕様書」を参考に、日常の清掃、定期清掃等を

実施すること。  

ア  利用者清掃  

施設の貸出・利用に当たっては、使用後に、利用者に簡易清掃の実施や忘れ物の

点検を促すこと。  

イ  日常清掃  

指定管理者は、対象施設及び対象施設周囲及び備品、器具等を常に清潔な状態に

保つこと。清掃回数等の条件は、指定管理者が利用頻度に応じて、適切に設定する

こと。  

また、消耗品は常に補充された状態にすること。 なお、イベント企画等、その

他興行で施設が利用される場合は、原則として興行主が、本施設内外（外構施設を

含む）で発生したごみ等を処理するとともに、使用した貸室等について簡易的に清

掃・整備を行うこととする。  

ウ  定期清掃  

指定管理者は、日常清掃では実施しにくい以下に挙げる清掃については、利用者

等に不快感を与えないよう、必要に応じて定期清掃を実施すること。  

（ア）ガラス清掃  

（イ）害虫駆除  

（ウ）床清掃  

（エ）照明等  

（オ）すす払い  

（カ）屋根・雨樋清掃  

エ  その他  

指定管理者は、日常清掃及び定期清掃のほかにも、必要に応じて清掃を実施し、施

設の良好な環境衛生、美観の維持に努めること。 

 

 

９ 環境衛生管理業務  

（１）業務の対象範囲、業務内容  

環境衛生管理業務の対象範囲は、屋内施設内における一般諸室、空調・給排水設

備とし、清掃及びゴミ処理、害虫駆除清掃を含むものとし、指定管理者は、建築物

における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管理法）及び労働安全衛生法、水道

法、水質汚濁防止法等の関係法令を参考に、施設の環境衛生管理に努めること。  

（２）環境衛生管理業務の基準  

ア 害虫駆除業務については、噴霧法、散布法その他の有効と認められる駆除方法
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を選択採用すること。  

イ ゴミ処理  

(ｱ)可燃ごみ、不燃ごみ（ビン・缶等）は、適正に収集・保管すること。  

(ｲ)保管されたゴミは、県･市に登録された収集業者に積み込み運搬・処理・処分さ 

せること。  

(ｳ)収集車への積み込みは迅速・丁寧に扱い、作業後は周囲の清掃を行うこと。  

(ｴ)収集車及び容器は、廃棄物が飛散、流出若しくは悪臭がもれる恐れのないもの

に限定すること。  

 

１０ 保安警備業務 

（１）業務の対象範囲・内容 

指定管理者は、対象施設及び対象施設周囲の防犯、防火及び防災に万全を期し、利

用者が安心して利用できる環境の確保のために保安警備業務を行うこと。業務にあた

っては、建物の使用目的、使用内容等を充分に把握するとともに、警備業法、消防法、

労働基準法等関係法令及び監督官庁の指示を遵守し、必要な措置を講じること。 

なお、企画イベント、その他興行の開催時における来場者・自動車等の誘導、警備

は、興行主が実施することを原則とする。 

また、夜間の保安警備については、機械警備によることも可能とする。 

（２）保安警備の基準 

警備に関しては、「建築保全業務共通仕様書」を参考に、巡回警備や機械警備によ

る保安警備を実施すること。 

ア 定位置業務 

定位置において、部外者の出入状況の確認、鍵の受渡（保管及び記録）、不審者

の発見及び侵入阻止、来訪者の応対、遺失品管理等を行うこと。また、急病の発生

等の場合には適切に対応すること。 

イ 機械警備対象施設の状況に応じ、建物のドア、ガラス等の破損・開閉の感知、施

設内への侵入者の感知、火災感知等の機能を有する機械設備を設置すること。 

 

１１ その他維持管理業務  

（１）園内トイレ清掃  

指定管理者は、公園園地内に設置されているトイレについて、日常清掃を行うととも

に、必要な消耗品が常に補充された状態に保つこと。なお、当該トイレの清掃に必要な

経費は、指定管理者委託料に含むものとする。 
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第 10 経営管理業務  

１ 指定期間前準備業務  

本施設の指定管理者として指定された事業者は、指定期間前の業務として以下の業務

を行うこと。  

ア  基本協定項目について市との協議及び基本協定の締結  

イ  配置する職員等の確保、職員研修  

ウ  業務等に関する事業計画書、各種規定の作成、協議  

エ  現行の管理運営業務の実施者からの業務引継ぎ  

オ  施設の管理運営上に必要な協議・届出等を行い、承認・許可等を得ること  

カ  その他指定管理者業務を実施するための準備  

 

２ 事業資格・業務体制準備業務  

（１）事業資格 

指定管理者は、本書に定める業務を実施するために必要な官公署の免許、許可及び

認定等を受けていること。また、個々の業務について本書の規定により再委託を行う

場合には、当該業務について当該再委託先がそれぞれ上記の免許、許可及び認定等を

受けていること。  

（２）業務体制 

指定管理者は、自らの職員又は本書に定める再委託先の職員のうちから当該施設

の管理及び運営に必要な資格を有する者をあらかじめ指名し、当該施設に配置しな

ければならない。ただし、法令等により当該施設への常駐が義務づけられていない

者については、あらかじめ、当該資格を有する者の氏名等を市に届け出ることによ

り当該施設への配置義務を免除する 。 

 

３ 事業計画書作成業務 

指定管理者は、毎年度当初に事業計画書を市に提出し、その承認を得ること。 

また、毎年９月１５日までに次年度の事業計画書（案）を市に提出すること。次年度

事業計画書（案）においては、運営業務、維持管理業務に関する実施計画も記載するこ

と。 

事業計画書等の作成にあたっては、その内容について、市と調整を図ること。 

 

４ 各年度協定締結業務 

指定管理者は、基本協定及び次年度事業計画書（案）等に基づき、市と次年度の各年

度協定を締結することとする。各年度協定の協議内容、協議期間及び協定締結日等は、

基本協定もしくは市との協議の上、決定するものとする。なお、各年度の協定項目は以

下のとおりとする。  
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ア  経理に関する事項（指定管理者委託料等）  

イ  その他業務実施上に必要とされる項目等  

 

５ 事業報告書作成業務 

指定管理者は、月次事業報告書及び事業報告書を作成すること。事業報告書は、前年

度の事業報告を毎年度４月末日までに市へ提出すること。 

月次事業報告書は、翌月１０日までに市へ提出すること。月次事業報告書に記載する

内容は以下のとおりとし、書式は、市と指定管理者で協議の上、定める。 

【月事業報告書】 

ア 利用実績（利用者数、利用率、利用料金収入等） 

イ 管理業務の実施状況 

ウ 収支等の計算書類 

エ 自己評価 

 

６ 管理規定・マニュアル等の作成業務 

指定管理者は、運営管理を行う上で必要となる各種規定、要項、マニュアル等を作成す

ること。作成にあたっては、内容について市と協議を行うこと。 

 

７ 事業評価（モニタリング）業務 

指定管理者は、以下の方法により、利用者等の意見や要望を把握し、運営に反映させる

よう努めるとともに、定期及び随時に結果について市に報告すること。 

また、市が実施する現地モニタリングに指定管理者は協力すること。 

市は定期及び随時のモニタリング結果、利用者アンケート及び事業報告書の結果等を

考慮したうえで、指定管理者の業務が基準を満たしていないと市が判断した場合、是正勧

告を行い、改善が見られない場合、指定を取り消すことがある。 

（１）利用者アンケート 

施設利用者を対象に、本施設において提供するサービスの評価に関するアンケート

等を随時実施すること。また、指定管理者は、市と協議のうえ、アンケート用紙の作

成、配布、回収及び分析を行うこと。 

 

（２）施設の管理運営に対する自己評価 

施設の管理運営に関して、適宜自己評価を行い、その結果を事業報告書にまとめ市

へ提出すること。 

 

（３）定期及び随時の評価 

定期評価及び随時評価の詳細等に関しては、協定にて定めることとし、市は評価の
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結果を指定管理者に通知するものとし、指定管理者は評価の結果改善を要するとされ

た事項については、改善計画書を作成し市に提出すること。 

 

８ 関係機関との連絡調整業務 

ア  近隣商業施設、地元自治会、各種団体、地域住民、公共機関等と協調を図り、利

用促進活動に努め、依頼等には誠意を持って対応すること。  

イ  市からの要請への協力  

市から、施設の管理運営並びに施設の現状等に関する調査及び資料作成等の作業

の指示があった場合には、迅速、誠実に対応すること。 また、市が実施する説明

会・研修会には必ず出席すること。 

ウ その他市が実施又は要請する事業（例：緊急安全点検、防災訓練、行催事イベン

ト、要人案内、監査･検査等）への支援・協力に対応すること。 

 

９ 指定期間終了時の引継業務  

指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務

を遂行できるよう、必要な引継ぎを行うこと。 

 

 

第 11 その他の重要事項 

１ 光熱水費等 

（１）一般的事項 

運営維持管理上必要となる電気、水道、ガス、下水道、電話料金等は、原則として指

定管理者の負担とする。指定管理者は、これら光熱水費等の削減に努めるとともに、施

設利用者の利便性の向上に努めなければならない。  

（２）公園園地にかかる電気料金  

隣接する公園園地にかかる電気料金（公園灯・トイレ電気等）については、事務効率

化の観点から本施設と一括で経理されている。指定管理者は、公園園地にかかる電気料

金の支出事務を一括して行うこと。なお、当該電気料金は、指定管理者委託料に含むも

のとする。  

（３）管理許可物件にかかる光熱水費等  

市の管理許可により、本施設に隣接して運営されている茶店の光熱水費等（電気、水

道、下水道、電話料金）は、本施設の光熱水費等と一括経理されている。指定管理者

は、引き続き当該光熱水費等を一括した支出事務を行うこと。なお、当該許可物件にか

かる光熱水費等は、指定管理委託料に含むものとする。 

なお、茶店において使用した当該経費については、自主事業として使用されたもので

あるから、管理許可受者として別途、市に対して支払う必要がある。  
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２ 修繕 

（１）一般的事項 

指定管理者は、対象施設の建築物、建築設備、什器、備品等の劣化、破損等の発見に

努めるとともに、建築物、建築設備、什器、備品等が破損等により正常な機能を発揮で

きなくなった場合、もしくは正常な機能を発揮できない可能性が生じた場合、速やか

に適切な対処に努めるとともに、市に報告を行い、対処方法等に関し市と協議を行う

こと。 

修繕の執行に関しては、原則として指定管理者が行うものとする。 

なお、１件当たり 20 万円以下の修繕は指定管理者の負担とし、その金額を超える修

繕は市と協議の上、負担割合を決定するものとする。 

ただし、指定管理者の責による劣化、破損等の修繕は、指定管理者の負担とする。 

なお、指定管理者が市の所有物を修繕した場合、その修繕方法及び修繕費用に関わら

ず、所有権は市に継続して帰属するものとする。 

 

（２）小規模修繕業者登録制度の活用 

指定管理者は、指定管理施設において小規模修繕（※）を発注する際は、原則とし

て、千葉市契約課ホームページで一般公開される小規模修繕業者登録名簿から業者を

選定するものとする。 

(参照URL http://www.city.chiba.jp/zaiseikyoku/shisan/keiyaku/） 

※小規模修繕とは、技術的内容が簡易かつ履行の確保が容易な施設等の修繕で、機能

回復を目的として修繕料等で執行されるもののうち、予定価格が 100 万円以下の修

繕をいう。 

 

３ 保険等 

指定管理者は、利用者等の事故等に備えた損害賠償責任保険、市が所有する動産・不

動産に対する保険等のうち、必要な保険に加入すること。なお、市が加入を必要として

いる保険は、「施設賠償責任保険（指定管理者特約条項付き）」である。 

「施設賠償責任保険（指定管理者特約条項付き）」については、当該保険からの保険

金支払によって、被害者への損害賠償責任や市からの求償に対応することを原則とす

る。 

必要となる各種保険料は、管理運営経費に含まれるものとするが、保険等への加入行

為・申請等は、指定管理者が行うものとする。なお、加入・申請に当たって、所有者の

証明書類等が必要な場合は、市がこれを貸与・準備する。 
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４ 再委託 

指定管理者は、本書で規定する業務の全部を一括して、又は運営業務の全部を一括し

て、第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

指定管理者は、業務の一部を委託しようとする場合は、事業計画書に委託内容等を記

載し、市に通知すること。委託業者が決定した場合は、月事業報告書及び事業報告書に

より、請け負わせた者の商号又は名称その他必要な事項を報告すること。 

 

5 その他 

本書に記載のない状況、状態が発生した場合には、指定管理者は、市と協議の上、誠

意をもって適切な対応、支援を心がけ、対処にあたること。 

 


